

































































































































































































































































 第 7 章では，本論文の結論として，現在の保守主義にたいする候補者自身の評価が開陳
されている。まず，現代のアメリカ社会においては，個人の自発性と分権制という保守主
義の基盤は，もはや失われている。国家の肥大化・集権化とあわせて，産業化と都市化が，
伝統的な人間の紐帯を脆弱化させている。また，西部開拓のフロンティアの消滅とともに，
個人主義から産業社会の拝金主義が生まれてきた。こうした状況のなかで，候補者自身の
提唱する現代の保守主義とは，道徳的存在としての個人に担われた，田園的保守主義の理
念である。すなわち，保守主義は，政治や統治の理念としてではなく，道徳的に社会の紐
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帯を回復し，国家を統合するという点にこそ，現代的意義を獲得できる。具体的には，集
権化した国家が，必然的に，官僚機構による社会設計を推進するが，これに対し，個人が，
教養と自発性を備えた道徳的存在として，政府からの自由とコミュニティの連帯を擁護す
べきである。現実社会においても実際に，教養ある活発な個人が，「ティーパーティー」
のような草の根の大衆運動や，自発的な宗教活動を展開している。こうした自由な個人の
連帯に情熱を吹き込んでいるのが，道徳理念としての保守主義なのである。そして，レー
ガン政権が，こうした保守主義の理念を代表していたものと見ることができる。 
 
2 本論文の評価 
2-1 新たに得られた知見 
 本論文は，現代アメリカにおける保守主義を理解するうえでの，多角的かつ包括的視座
を提示している点に，特徴がある。従来の保守主義の思想研究が，ややもすると個々の著
者の思想分析に終始する嫌いがあるのにたいし，本論文は，むしろ，保守主義を理解する
ための独自の認識枠組を提示している。すなわち，法理念，政治思想，宗教観，経済理論，
外交論という多岐にわたる問題領域を，消極的自由，法の支配，分権制，伝統慣習の尊重，
権威の否定といった要素に着目し，一貫した思想的態度として解明しようとしている点が，
本論文の最も重要な学問的貢献である。 
このことと関連して，本論文による認識枠組は，たんに法・社会思想史の叙述にとどま
らず，実践的な問題系への示唆に富むものと評価することができる。具体的には，本論文
による保守主義の分析を通じて，現在のアメリカ政治における共和党政権下での政策パッ
ケージが，複合的な支持母体の最大公約数なのではなく，むしろ思想的に一貫しており，
それゆえにこそアメリカ国民の相当数の支持を得ている，という事態を，よりよく理解す
ることができる。ことに，現下の D.トランプ政権によるイスラエル中東政策が，アメリカ
保守主義の正義観と宗教観を色濃く反映していることについてなど，本論文の思想分析を
通じて会得しうる社会事象は，数多く認められる。 
 
2-2 本論文の限界と将来の課題 
 ここに見たとおり，本学位論文には，積極的な学術的意義が認められるものの，残され
た課題も少なくない。 
 まず，とりわけ法思想史研究という観点から，考察方法の限界について取り上げなけれ
ばならない。上に触れたとおり，本論文の特徴は，現代アメリカ社会において強い影響力
を有する保守主義という思想潮流について，候補者独自の観点から，思想史的系譜を跡づ
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けたことに，存している。他方，こうした包括的な認識枠組を提示することと引き換えに，
保守主義の個々の思想について掘り下げた分析を行うことは，犠牲にされている。具体的
には，E.クック，B.マンデビル，D.ヒューム，E.バーク，J.アダムズ，A.ハミルトン，A.マ
ハン，N.スパイクマン，R.カーク，F.v.ハイエク，A.ブルームなど，道徳哲学者，憲政家，
軍事戦略家，宗教哲学者，経済哲学者など，系譜を異にする多岐にわたる論者が，保守主
義のキーワードのもとで，一刀両断に論じられている。それゆえ，個々の思想家の主張内
容に含まれる多様な側面が捨象されており，同時に，個々の思想家にかんするモノグラ
フィーの先行研究を十分摂取できていない嫌いがある。 
 このことと関連して，保守主義をかたちづくる自由，財産，宗教，歴史，漸進的変化と
いった本質的要素について，歴史上の著者たち自身が，はたして，相互に連関した保守主
義の要素として認識していたのかどうか，本論文では十分明瞭に示していない。つまり，
個々の保守主義思想の内在的解釈から，保守主義の本質的要素が抽出できたということが，
十分には示されていないのである。たとえば，法の支配と宗教心の尊重が，どの著者に
よって内在的に連関した要素として論じられているのか，本論文から明確に読み取ること
はできない。また，E.バークの法思想から，20 世紀アメリカの保守主義が，首尾一貫した
思想的発展として生じたものであるのか，という点についても，明晰な分析が加えられて
いるわけではない。 
保守主義の内容にかんしても，左派やリベラリズムの側からの批判について，一切の考
慮も払われていない。具体的には，本論文のように，アメリカ合衆国憲法が，E.クック，E.
バークの思想的影響を強く受けており， J.ロックの社会契約論の影響は限定的なものにと
どまると解釈するためには，Th.ジェファーソンの思想史的系譜などを丁寧に跡づける必要
があるはずである。それにもかかわらず，本論文では，合衆国憲法をコモン・ローによる
法の支配を通じた消極的自由の保障として断定的に捉え，生来的人権と社会契約説の意義
を過小評価している嫌いがある。また，現代の保守主義に対するリベラル陣営からの反論
についてみても，本論文は一顧だにしない。具体的には，リベラリズムの側からは，保守
主義は，宗教的道徳的な復古的権威主義的価値観を強調するあまり，人間の価値と自由な
能力の発展や，女性や有色人種の社会的地位の向上にとって，桎梏となっている，と批判
されている。この点で，本論文は，宗教や伝統的権威のもつ限界について，リベラリズム
からの批判にたいする反論を示していない。けだし，本論文は，たしかに，保守主義思想
の構成要素を思想史的に解析し再構成することには一定の成果を収めているとは言えるも
のの，保守主義の価値観を共有しない読者からすれば，候補者の主観的心情の吐露でこそ
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あれ，理論的客観性をもつ論証としては不十分だ，とみなされる嫌いがある。
各論についても論述が十分でない論点が残されている。ここで触れるべき主な点として，
とくに第 6 章で論ずるレーガン政権の経済政策にかんして，財政，税制，金融，外国為替
の連関を，必ずしも理論的に十分に掘り下げて検討できているわけではない。たしかに，
一方で，財政と税制の連関については，比較的一貫した理論分析が加えられていると評価
できる。しかし他方，マネタリストによる貨幣数量説を前提とした外国為替相場の理論分
析，および，スミソニアン協定からプラザ合意に至る国際経常収支の赤字にたいする政策
的対応については，理論と経済政策の内的相関関係の解明が必ずしも十分とは言えず，
レーガン政権の経済政策を総合的に評価するには，さらに検討を深める必要があるものと
感じられるところである。
これらの課題は残されているものの， 近世道徳哲学から現代アメリカ思想に至る多く
の著者を取り上げ，法，経済，宗教，軍事，政治といった多岐にわたる観点から保守主義
思想の本質を解明した労作として，先行研究にたいする応答や，想定される批判への反論
にたいして十分な論及ができていないとしても，ある程度やむを得ないものと評価せざる
を得ない。とりわけ，現代のアメリカ社会と，その影響下にある自由・民主主義の先進社
会において，保守陣営からポピュリズムが台頭している状況のなかで，保守主義思想の法
思想史的位置を解明し，自由と法の支配の擁護という本質を剔抉する本論文の試みは，法
思想史研究という学術的意義に加え，社会実践的意義を高く有するものとも評価すること
ができる。候補者が，本論文の成果をふまえ，理論と実践の両面において研究を深化させ
ることは，今後の課題として一層の発展が期待されるところである。
3 結論
以上の理由から，澁谷知之氏による本論文を，博士（法学）の学位を授与するに値する
ものと認める。
 
 
 
